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�　はじめに

�−１　国際教育カリキュラムとは−定義・開発の意

義・基本構造

　私たちは，教員教育国際協力センター（以下「国際

協力センター」）が平成２０年度より開発に取り組んで

きた「国際教育カリキュラム」を提案したい．国際教

育カリキュラムとは，鳴門教育大学憲章（以下「憲章」）

に示された本学の教育及び研究の目標と運営指針を踏

まえ，鳴門教育大学（以下「本学」）の国際協力センター，

教員及び事務職員が一体となり，本学が大学全体とし

て取り組む国際活動の目標，構成，内容，実施形態及

び方法，及び評価のあり方等について示したものであ

る．国際教育カリキュラムを構築することの意義は，

次の二点に集約される．

１）内容，実施関係者及び対象者，実施形態・方法及

び目標等の点において多様性が非常に高い様々な事

業を包括的な統一目標（上位目標）のもとに統合す

ることにより，各事業活動を上位目標の達成という

点から明確に位置づけることができる．

２）明確な位置づけが与えられることにより，計画・

実施・評価・改善というサイクルを基軸として，国

際協力センター事業を含めた本学の国際的取り組み

を構成する一つひとつの事業を体系的，効果的，さ

らに効率的に推進・展開することができる．

　このような定義及び意義を有する国際教育カリキュ

ラムの基本構造を図�−１に示した．上位目標は，本

学の国際的な取り組みを構成する一つひとつの事業が

最終的に目指す包括的で統一的な目標である．図�−

１に示されているように，これらの事業の中で，内容

や目標等が類似している事業は事業群として集約され

る．一つひとつの事業は，事業内容に応じて固有の事

業目標を有しているが，これらの事業目標の達成が，

下位目標の達成につながっていく．当然のことながら，
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下位目標は上位目標の達成につながるものでなければ

ならず，そのためには，上位目標との間になんらかの

関連性を有していなければならない．また，事業群を

構成する一つひとつの事業は，単一の活動あるいは複

数の活動（活動群）により構成され，これらの活動の

実践により事業目標が達成される．

�−２　国際教育カリキュラム開発の経緯

　１９９９年に南アフリカ理数科教員再訓練計画

（Mpmalanga Secondary Science Initiatives：MSSI）に

短期専門家派遣及び研修受け入れなどにより参画して

以来，本学は，基礎教育を中心に独立行政法人国際協

力機構（以下「JICA」）との連携を基軸として，東南

アジア，大洋州諸国，サブサハラアフリカ諸国及びア

フガニスタンなどの教育支援事業に取り組んできた１．

平成１７年度に開所した本学教員教育国際協力セン

ター（以下「国際協力センター」）の使命は，このよう

な国際教育協力への取組みを通して本学が獲得・蓄積

してきた経験とノウハウを集約・体系化することによ

り，その成果を本学の教育・研究だけではなく，途上

国を対象とする教育支援事業や国内の学校教育におけ

る活用促進を通じて，国際社会の持続的発展や地域社

会の国際化に貢献することである．このため，国際協

力センターでは，特別研究経費を得て平成２０年度から

平成２２年度にかけて「高度な専門職業人の養成や専門

教育機能の充実」に関する事業を実施した．これらの

事業成果を継承するだけではなく，さらに充実・発展

させるため，平成２３年度以降においても継続して事業

を実施している．これらの事業の中で平成２０年度に着

手された国際教育カリキュラムの開発，活用，実施，

評価などに関する事業は，国際協力センターの平成２３

年度以降の年度計画の中で主要な事業の一つとして位

置付けられている．

　服部は国際教育カリキュラムを構想する中で，国際

教育協力懇談会報告２００６１）（以下「報告２００６」）に示

された国際開発協力に関する１２の提案項目を拠り所

として国際協力センターの事業内容を国際教育協力に

関する国家の方針と関係づけた２）．この服部のアプ

ローチに準じて国際協力センターでは，平成２０年度か

らの事業内容を提案項目の中に位置づけ，平成２２年度

の３年間にわたる事業終了時点での国際教育カリキュ

ラムの集約とした３）．同時に，国際教育コースの教育

課程２（以下「教育課程」）改定を国際教育カリキュラ

ム開発の一環として位置付け，平成２２年度より着手し

た．同コース教育課程の改定は，「国際化に対応できる

力量を有する教員の養成を目指すこと」をねらいとし

ているという点からは，「狭義の国際教育カリキュラ

図�−１　国際教育カリキュラムの基本構造

（３つの事業群により構成される場合）

１　MSSI の背景及び概要については，小野ら（２００７）による「国際教育協力における「授業研究」の有効性−南アフリカ人教師による生

物の授業を事例として−（教育学実践論集，第８号，pp．１１−２１）」を，国際協力センターが実施してきた途上国に対する教育支援

事業については，本研究ノートに示した事業報告書（参考文献３及び４）を参照していただきたい．

２「国際教育コースカリキュラム」とせず，あえて「国際教育コースの教育課程」としたのは，国際教育カリキュラムとの混同を避け

るためである．
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ム」と見なすことができる．改定案は，平成２３年度

に提案され，所定の学内手続きを経て平成２４年度より

実施されている．

　このように，国際教育カリキュラムの開発は，国際

協力センター事業の一つとして進められ，一応の成果

が得られていることは，平成２３年度国際協力センター

事業報告書において報告した通りである４）．しかし，

最初に述べたように，国際教育カリキュラムは，あく

までも「本学が大学全体として取り組む国際的活動の

目標，構成，内容，実施形態及び方法，及び評価のあ

り方等について示したもの」であることから，単に国

際協力センター事業だけに留まるものではなく，本学

の国際的な取り組み全体を包含するものでなければな

らない．また，その中で本学における国際協力センター

の位置づけが，初めて明確となるのである．

�−３　国際教育カリキュラムの構築に関する議論の

構成

　�−１及び�−２において，国際教育カリキュラム

の定義，開発することの意義及びこれまでの経緯につ

いて述べた．その中で教育課程改定案を「狭義の国際

教育カリキュラム」と規定したのに対し，国際教育カ

リキュラムを本学の国際的な取り組み全体を包含する

ものとして「広義の国際教育カリキュラム」と規定し，

�以降の議論を進める．�においては，まず，狭義の

国際教育カリキュラム（教育課程改定案）について述

べる．次に狭義の国際教育カリキュラムをはじめとし

て本学の全体としての国際活動を包含し，図�−１に

示した基本構造を有する広義の国際教育カリキュラム

を具体的に提示する．この中では，平成１６年度に制

定され，本学の目的や目的達成のための教育及び研究

の目標及び運営指針等を定めた鳴門教育大学憲章（以

下「憲章」）５），報告２００６が示した国際開発協力への

教育関係者の参画を促進するための基本的方向性，１２

の提案項目及びこれまで国際教育協力センターが実施

してきた事業及び本学の大学としての国際活動などを

踏まえ，上位及び下位目標，下位目標達成のための事

業群の事業構成等について検討する．さらに，�にお

いて，今後の国際教育カリキュラムの実施及び評価の

あり方について提言し，最後に�において，国際教育

カリキュラムの意義を再確認するとともに今後の実施

上の課題について述べる．

表�−１　平成２４年度から実施されている教育課程編成表
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�　国際教育カリキュラムの構築

�−１　狭義の国際教育カリキュラムの構築

　「１．はじめに」において言及した特別研究経費を得

て３年間にわたって実施された事業に関する申請書に

おいて，国際教育カリキュラムは「より優れた総合的

人間力，かつ国際感覚を有する教員を養成する」もの

と規定されている６）．この規定に沿い，事業の一環と

して国際協力センターでは平成２２年度に「国際化に対

応できる教師の養成」を一つの目標とする教育課程の

改定に着手した．平成２３年度に学内手続きを終え，

国際教育コースでは平成２４年度入学生を対象に改定

された新たな教育課程に準拠した授業を実施している．

　改定された新たな教育課程は，１７科目（計３８単位）

により構成される．これらの授業科目は，教育課程上

の位置づけから５つのブロックに集約されている（表

�−１）．その中で，国際化に対応できる教員の育成と

いうねらいは，「３．異文化対処に優れ，文化に敏感な

教育人材の養成」として教育課程上に位置付けられ，

外国語運用能力強化及び国際理解教育に関する二つの

科目群（各３科目，各６単位）により構成されている．し

かし，その他の科目群も人間理解や教育に関する専門

的能力の育成をねらいとしているものがほとんどであ

ることから，カリキュラム上の位置づけが異なってい

るとしても，これらの科目群を構成する授業による学

習成果は，国際教育総合セミナー�及び�，及び課題

研究において総合化され，国際化に対応できる教員の

育成に大きく寄与するものと期待される．

　このようなことから改定された新たな教育課程は，

「国際化に対応できる教員の養成を目指す」という点に

おいて狭義の国際教育カリキュラムとした．ここで「狭

義」としたのは，服部が国際教育カリキュラムを「主体

的な国際化への対応のための多様な国際教育，国際理解

等の考え方，内容，方法，評価を含む統合的な概念」２）

としていて，単なるコースの教育課程の枠を越えた，よ

り包括的なものとして国際教育カリキュラムを構想し

ているからである．これ以降は，このような服部の構

想を手がかりとして「広義」の国際教育カリキュラム

構築について，今後の議論を進めることとしたい．

�−２　広義の国際教育カリキュラム

　�−２−１　カリキュラム構築のための手順

　ここでは，先に述べた服部の構想を手がかりに，広

義の国際教育カリキュラムの構築について述べる．ま

ず，�−１において述べたように，国際教育カリキュ

ラムは「国際化に対応するための統合的な概念」とさ

れていることから，「主流化」３という概念枠組み６）を踏

まえ，以下のような手順により，図１−１に示した基

本構造を踏まえて，広義の国際教育カリキュラムを統

合的な概念として構築することとした．

１）憲章に定められている本学の目的，教育及び研究

の目標及び教育研究運営指針などの内容と対応すべ

き国際化の内容として捉えられる報告２００６が示し

た「国際開発協力における教育関係者の有する知見・

経験の積極的活用と協力現場への教育関係者の一層

の参画促進に関する基本的な方向性として示されて

いる課題（以下「基本的な方向性」）との対応関係を

精査する．

２）対応関係を有する課題の中で，内容，対象とする

分野あるいは空間などの諸側面において最も包括性

が高いものを，本学の国際教育カリキュラムが最終

的に目指すべきもの，すなわち，統合のための上位

目標として設定する．

３）設定された上位目標を達成するための下位目標

を１）における作業の成果を踏まえ，上位目標との

関連性に注目しながら設定する．

４）下位目標を達成するために実施すべき事業群の事

業構成を１）において述べた基本的な方向性に沿っ

て報告２００６が提案している１２の項目及び平成２０

年度より実施してきた国際協力センターの事業内容

等との対応関係を踏まえて精選する．

５）精選したプログラムの目標と上位目標との関連性

について明らかにすることにより，教育研究に関す

る基本的方向性や国際開発協力に関する国家方針な

どと最も整合性のとれた本学の国際教育カリキュラ

ムを構築する．

　したがって，ここでは，統合的な概念としての国際

教育カリキュラムを，上位及び下位目標の内容及び両

者の関係，さらに，下位目標を達成するための事業群

の事業構成，実施形態及び方法，及び評価のあり方な

どにより具体的に示すこととする．

　�−２−２　上位目標の設定

　　�−２−２−１　本学の目的

　憲章では，本学の目的を「優れた教員を養成するこ

と」とし，目的達成のための教育目標６項目や研究目

標５項目及び教育研究運営方針６項目が示されている．

この中で教育目標⑷及び⑸において，養成すべき教員

のありようを「学校教育に必要な専門的知識と技能を

３　Nampota は，マラウイの公教育における環境問題の統合的取り扱いについて検討するなかで「主流化（Mainstreaming）」を概念枠組

みとして用いた．主流化とは，「大学が環境や持続可能性の課題に取り組む際に，幅広く多様な学問領域，学内組織，プログラムやコー

スだけではなく，大学の基本方針，管理運営及び学生の活動などを体系的に統合」し，同時に，「価値に基づき，また，変容を志向す

る概念」でもあることから，国際教育カリキュラムをある上位目標のもとで統合する上で，有効な概念枠組みとなる，と考えられる．
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身につけた，確かな実践力」があり，「現代社会の直面

する教育諸課題に応えうる，優れた判断力と指導力」

を有するもの，とそれぞれ規定している．研究目標⑸

では「研究活動を通じて，地域社会や世界の持続的発

展に貢献する」また，教育研究運営指針⑷においては，

国際交流の推進を掲げ，その目的を「…とりわけ，世

界の教師教育の充実と発展に寄与するため」としてい

る５）．このことは，本学の教育及び研究活動及びその

運営の中には，我が国だけではなく「世界の持続的発

展や教師教育の充実」が位置づけられていることを示

している．

　　�−２−２−２　国際化への対応が意味するもの

　国際教育カリキュラムのねらいが「国際化への対応」

であることは，先に示した服部の構想２）から容易に読

み取ることができる．この「国際化への対応」が具体

的に意味しているものは，報告２００６の中で国際開発協

力の文脈における対外的な教育協力と国内の教育とい

う二つのカテゴリーとして大別された課題への対応と

解することができる．また，これらの課題群は，服部

が「基本的な方向性として集約された」ものとしてい

るものに他ならない２）．これらの課題や対象分野を手

がかりとして先に述べた本学の教育及び研究の目標や

運営指針との対応関係を示したのが表�−２である．

　Ａ−１からＢ−３までの８件の課題の中で，憲章に示

された本学の教育及び研究の目標や運営指針と直接の

対応関係を有している課題は，Ａ−１，Ａ−２，Ｂ−１

及びＢ−２である．但し，Ｂ−３は表の脚注にもある

ように，国際教育カリキュラム開発のねらいの一つと

の関連性を有している．しかし，それはともかくとして，

表�−２に示されているように，４件の対応関係を有

する課題の中では，対象とする分野や内容，さらに空

間などの諸側面において最も包括性が高いのは「地球

規模の課題の解決」であることは言うまでもない．

�−２−２−３　上位目標としての「持続可能な

社会の実現」

　報告２００６は「持続可能な発展」「持続発展教育

（Education for Sustainable Development：ESD）」（以

下「ESD」）「国連持続可能な発展のための教育の１０年」

などをはじめとして「国際開発協力を取り巻く国際的

な潮流」について言及している．これらは，いずれも

地球規模の課題解決に関連するものである．１９８７年，

加速度的に劣化する人間の環境や自然資源の状況とそ

れらが社会や経済の発展に及ぼす影響に対する懸念の

高まりに応えるために，国連により組織された「環境

と開発のための世界委員会（ブルントラント委員会）」

は，「私たちの共通の未来」と題する報告書を提出し，

その中で，「持続可能な発展」を貧困や感染症，災害，

平和構築，環境の劣化など地球規模の課題への解決を

迫られている人類社会の今後のあり方を示す基本的な

表�−２　国際開発協力の教育に係る課題と本学の教育・研究目標及び運営方針との対応関係



28 国際教育協力研究　第６号

近森　憲助・小澤　大成・石坂　広樹・小野由美子・香西　武

理念として提唱した７）．さらに，この理念との関連に

おいて，「教育は持続可能な開発を推進し，環境や開発

の問題に関る課題を解決するための人々の能力を向上

させる上で非常に重要な役割を担っている」と位置づ

けられている８）．我が国では，この認識を踏まえ「持

続可能な社会づくりの担い手を育む教育」として ESD

を位置づけ９），「国連持続可能な発展のための教育の１０

年」を全世界的なプラットフォーム１０）として，ESD の

普及啓発や推進のための事業が展開されている．この

ように現在世界は，地球規模の課題の解決に向けて「持

続可能な発展」を基本理念とし，全世界的な教育実践

を通して持続可能な社会の実現へと動き始めている．

　さらに，国連開発計画（UNDP）は２０１１年版の人

間開発報告の中で，平等性と持続可能性を基調として，

福祉（Well-being）に関する人々の選択幅の拡張を開

発の理念とする人間開発の世界的動向について報告し

た１１）．この報告の中では「持続可能な開発」という理

念を，人権に根ざした人間開発という視点から「持続

可能な人間開発」と捉え直し，「持続可能な人間開発と

は，将来世代の実質的な自由の拡張を著しく阻害しな

いように十分に配慮しながら今日世代の人々の自由の

実質的拡張を図るような開発である」と再定義してい

る．ここで，人間開発の「質」とは人間の自由の確保

と拡張の程度によって示され，健康，教育及び生活水

準が，開発の質を左右するものとされている．ここで

も教育は「持続可能な人間開発」の質を左右すること

を通して「持続可能な社会」を実現する主要な要因の

一つとなっている．

　これまで述べてきたように，地球規模の課題の解決

に向けての教育を通した持続可能な社会の実現への動

きは，現在の世界において国際的な潮流であり，この

動きに貢献・寄与することは，我が国の国際開発協力

の基本的な方向性にも沿うものであることがわかる．

このことから，「国際化への対応」が「持続可能な社会

の実現への寄与・貢献」を意味することは明らかであ

る．しかも表�−１に示すように本学の憲章とも比較

的高い整合性を有し，最も包括性の高いものであるこ

とから，「持続可能な社会を実現に寄与・貢献する」こ

とを国際教育カリキュラムの上位目標として設定する

ことは極めて妥当性が高いものと思われる．

　�−２−３　下位目標及びプログラムの内容

　ここでは，�−２−２における上位目標に関する検

討の成果を踏まえるととともに，本学の目標や運営指

針と対応関係を有する課題群と上位目標，報告２００６が

提案した１２の項目，本学及び国際協力センターのこれ

までの事業などとの関連性あるいは対応関係を手がか

りとして，下位目標及び下位目標を達成するための事

業内容について検討する．

　　�−２−３−１　下位目標の設定

　表�−２に示した対応関係を有する４つの課題の中

で，上位目標に関る課題Ａ−１を除く３件の課題と上

位目標である「持続可能な社会の実現」は，次のよう

な関連性を有している．

⑴　対外的な教育協力による「初等・中等教育の質的

向上」と「アジア地域の高等教育需要への対応」は，ア

ジア地域を含む世界の各地域での教育による人間開

発の質の向上に寄与する．

⑵　国内的な「教育における国際化・グローバル化へ

の対応」は，「国連持続可能な発展のための教育の１０

年」という地球的規模のプラットフォームにおいて，

地球的課題の解決をねらいとする国内におけるESD

実践の推進，展開及び活性化に資するものである．

　「地球規模の課題解決」を除く３件の課題，報告２００６

が提案した１２の項目及び，表�−３に示した国際協力

センター事業を含む本学全体の国際活動の三者の間の

対応関係について検討した（表�−４）．なお表�−３

は，平成２０年度から２３年度にかけて４年間にわたり

国際協力センターを中心として実施された取組みを実

施概要，実施関係者，対象，実施の場，実施形態・方

法及び事業目標の６つの整理項目により示したもので

ある．また，表�−４の大学間学術交流協定による学

生交流事業は，タイ，台湾，中国，韓国などの大学と

本学が締結した学術交流協定に則り相互に学生を留学

生として受け入れる事業である．また，日中教師教育

学術研究集会は，日中両国の教師教育分野の学術研究

交流を通して，日中両国の研究者が問題意識を共有し

連携を深めていくことを目的として，平成１６年度から

北京師範大学と本学の共催により開催しているもので

あり，平成２４年度での開催は第５回目となっている．

　その結果，表�−４に示すように本学の取り組みは，

課題や１２の提案項目のほぼ半数に当たる５項目との

対応関係が認められた．その中の３項目は，国際協力

センターの事業に関するものであり，残りの２項目は，

本学の大学としての取り組みに関連するものである．

なお，この表では，センター兼務教員の研究活動の成

果については検討の対象にしていない．しかし，平成

２０年度には，理数科協力教材のオープンリソース化を

目指した研究が行われている１２）．また，アジア地域の

高等教育の需要に関して，国際協力センターでは，平

成２３年度に，平成２２年度に集約した国際教育カリ

キュラム活用の一環としてフィリピンの大学との TV

会議を通した授業等の実施を主導したが，始まったば

かりであるということもあり，検討の対象にはしな

かった．なお，平成２０年度から国際教育協力コース

（現国際教育コース）が受け皿となっている JICA長期

研修制度も途上国対象の活動であるが，国際教育コー
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スへの教育支援事業の中に含まれているものとして裨

益者の中に同研修生を示すに留め，独立した事業とし

ては示していない．いずれにしても，このような検討

結果を踏まえ，上位目標の達成に資する下位目標とし

て，以下のような３つの下位目標を設定することとし

た．

下位目標１：途上国の初等・中等教育における教育の

質を向上させる．

下位目標２：アジア地域の高等教育機関との交流を通

して，高等教育の需要への対応及び教師教育に関す

る研究成果の共有を促進する．

下位目標３：国際理解教育を中心に ESD の普及・啓発

を行うとともに，教育における様々な国際化に対応

できる教師を養成する．

　�−２−３−２　事業群の事業構成

　次に，これらの下位目標を達成するための具体的な

事業群を国際協力センター及び本学の大学としての取

り組み内容（表�−３）や提案項目との対応関係（表

�−４）をもとに検討した。それぞれの下位目標の達

成を目指す事業群の事業構成は次のようなものである．

表�−３　平成２０年度以降の国際協力センター事業の実施内容

　表�−４　課題，提案項目・国際協力センター及び本学の大学としての取り組み相互の対応関係
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⑴　下位目標１は，現在本学の自然系コース（理科）

及び同コース（数学）の教員，及び事務組織である

国際交流チームと連携しながら国際協力センターが

主導して実施している国際教育協力の目標そのもの

である．このことから，下位目標１の達成を目指す

「国際教育協力事業群」は，途上国の教育関係者を

対象とした受け入れ研修，国際教育協力専門家派遣

及び主に留学生への教育及び研究指導に係る国際教

育コースの教育及び研究への支援等の事業により構

成される．

⑵　下位目標２の達成に関る「アジア地域を中心とす

る高等教育関連事業群」は，現在のところ本学が大

学として実施する事業により構成されており，国際

協力センターは，ほとんど関与していない．ただ，

先にも述べたようにすでに国際協力センターの主導

でフィリピンの大学との交流が開始されていること

もあり，国際協力センターにとっては，今後の関与

について検討が必要がある．

⑶　下位目標３の達成を目指す「国際教育活性化・人

材養成事業群」は，ESD に関しては人間形成コース

教員及び国際交流チームとの連携により実施してい

るユネスコスクールの支援・普及・啓発をねらいと

する日本／ユネスコパートナーシップ事業

（ASPUniv ネットワーク大学間支援ネットワーク

事業）及び国際教育オープンフォーラム開催事業や

ESD実践を含む国際理解教育などの実践あるいは教

育現場の国際化に対応できる教師の養成を目指す国

際教育コースの教育支援事業により構成される．

　国際教育協力事業群の中で，研修受け入れ事業は，研

修に関する事前調査（研修参加前の研修員の授業ビデオ

データの収集など）や打合せなどの事前活動，本学に

おける研修実施，研修終了後のフォローアップや研修

成果の還元活動などのモニタリングなどをはじめとす

る現地調査を核とした事後活動など，複数の活動によ

り構成される．また，国際教育協力専門家派遣事業に

おいても，派遣対象となる教育協力支援プロジェクト

における業務内容により，複数の内容の異なる活動に

より構成されるようになることが考えられる．国際教

育コースの教育支援事業では，教育課程に準拠した授

業実践の他，国際協力センター事業の成果の授業にお

ける活用及び受講生による授業評価を通した教育課程

の評価などを踏まえた授業改善など，国際教育コース

の教員と連携した支援活動などにより構成されている．

また，これらの事業においては，国内外の状況の変化

により活動の追加・修正・休止などの必要に迫られる

ことにもなることも考えられる．これまでの構築作業

図�−１　国際教育カリキュラムの構成
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の成果をまとめたものを具体的な国際教育カリキュラ

ムの姿として図�−１に示す．

�　国際教育カリキュラムの実施と評価

　�−１　国際教育カリキュラムの実施

　下位目標２に係る事業群については，本学が大学と

して取り組んでいる事業がほとんどであるため，ここ

では，国際協力センター事業との関連が深い下位目標

１及び３に係る事業群を構成する事業の実施と評価を

中心に述べる．表�−３は，平成２０年度から２３年度

にかけて４年間にわたり国際協力センターを中心とし

て実施された取組みを，実施概要，実施関係者，対象，実

施の場，実施形態・方法及び事業目標の６つの整理項

目により示したものであることはすでに述べた．図�

−１に示されているように，国際教育カリキュラムを

構成する事業の目標には，途上国の教育の質の向上か

ら国内の学校における ESD をはじめ対応すべき国際

化に関る教育実践の推進・展開・活性化のみならず，

これらの教育実践を担い，さらに学校現場の国際化に

対応できる教員の養成まで，多様で幅広いものを含ん

でいる．そのため事業実施においても，国際援助機関

及び NGO，教育行政機関，学校，学内外の教員や研究

者及び事務職員などの様々な人々との連携により実施

されている．また，事業内容や目標に応じて学内外，

あるいは国外などの一般及び教育施設において，講演

からワークショップ及び現地調査まで多様な実施形

態・方法により，さらには国内外の教育関係者をはじ

めとして一般市民まで様々な人々を対象として事業が

実施されている．このようなことから，国際教育カリ

キュラムの効果的・効率的な実践には，事業目標や内

容に応じて，人と場所と方法を柔軟に組み合わせて実

施することが何よりも求められている．このため，実

施主体には，人的及び物的資源の両者の効果的・効率

的な統合と連携を可能にするための高度な調整機能が

求められる．また，国際教育コース教育支援事業の一

環として，平成１６年度受け入れ研修事業に関する国際

協力センター兼務教員の研究成果１３）が，平成２３年度

の「国際教育協力特論�」や「国際教育教材開発演習

�」の授業に，平成２２年度国際教育オープンフォー

ラムの報告書１４）が平成２４年度「国際理解教育特論�」

の授業に，それぞれ教材として活用されるなど，各事

業により得られた成果を，他の事業において活用する

ことを通して，各事業を有機的に結びつけていくこと

も国際教育カリキュラム実施には必要であると同時に

重要なことである．

　さらに，国際教育カリキュラムの実施を通して持続

可能な社会の実現に寄与・貢献するためには，さらに

国際社会，地域社会及び学内への国際活動の成果や経

験蓄積の還元を図ることが必要とされている．このこ

とから次のような事業の実施を今後検討していく必要

がある．

⑴　理数科教育教材のオープンリソース化をはじめと

して研修受け入れ事業や国際教育コース教育支援事

業などを通して養成した人材に関するフォローアッ

プ事業

⑵　平成２３年度で廃止された JICA長期研修制度に替

わる新たな途上国からの留学生の確保策

⑶　本学の教員養成及び大学院のカリキュラムと国際

教育カリキュラムとの有機的関連性の確保と拡張

⑷　本学学生が主体的に運営する国際教育活動（例え

ば，国際理解教育を含む ESD に関する国際交流イベ

ント等の実施）の促進

　なお，⑴及び⑵は下位目標１の，⑶及び⑷は下位目

標３に係る検討事項である．

　

�−２　国際教育カリキュラムの評価

　これまで述べてきたように，主として下位目標１及

び３に係る国際協力センター事業の特質は，表�−３

のすべての整理項目にわたる多様性にある．したがっ

て，成果に関する評価の方法や枠組みも様々であり，

一つひとつの事業に関する評価は下位目標の達成に照

らして行うことが可能であるにしても，それらの評価

を国際教育カリキュラム全体の評価としての上位目標

の達成に照らした評価（事業実施による下位目標の達

成とその上位目標達成への寄与・貢献）の詳細に関し

ては，さらに詳細な検討が必要とされている．特に，

「持続可能性」の具体的な意味内容については，必ず

しも研究者間では，未だ議論の余地があり，持続可能

な社会の実現における教育の役割は明確にはなってい

ないとの指摘もある１０）．したがって，国際教育カリキュ

ラム全体の評価においては，下位目標の達成度評価に

係る評価基準と同時に，その上位目標への寄与・貢献

度を評価するための評価基準を設定する必要がある．

さらに，この評価基準の設定については，ある程度明

確な形で「持続可能性」の意味内容を限定しておく必

要がある．本学の中期計画において平成２５年度に国際

教育カリキュラムの評価が予定されていることから，

このような評価に関する課題について，平成２４年度の

早い時期から検討を開始しなければならない．またそ

の際には，平成２２年度末に実施した国際協力センター

事業評価における「評価の信憑性の担保」「評価基準設

定の妥当性」「高等教育機関の事業評価の視点としての

創造性／斬新性／革新性などの導入」などをはじめと

する数々の学内及び学外有識者からの指摘をも参考に

するべきであろう１５）．それに加えて，国際教育カリキュ
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ラム全体の評価には，カリキュラムの実施を評価の観

点とすることも考慮されるべきである．各事業の「実

施における人と場所と実施形態・方法の組み合わせの

柔軟性」，「実施主体の調整機能と関係者全体のチーム

ワーク」及び「事業間における成果の共有と活用」の

３点を評価の規準として設定することも考慮すべきで

はないかと考えられる．このようにすれば，事業の多

様性に比較的影響されることなく国際教育カリキュラ

ム全体について，実施面からの評価が可能となる．こ

のような評価は，平成２６年度以降の国際教育カリキュ

ラムの実施にとって，有用な示唆を提供することが期

待できる．

�　結語−意義及び今後の課題

　この報告では，主流化を概念枠組みとして，国際的

な潮流への認識を踏まえ，国際開発協力に関する国家

的な見地から取りまとめられた報告２００６に示された

基本的な方向性とその方向性に沿った課題と提案，本

学の教育・研究の目標や運営指針及び大学としての国

際的活動，平成２０年度から国外，国内及び学内を対

象として国際協力センターが実施してきた事業など

様々な概念，報告，目標，運営指針，事業活動などの

間の対応関係に注目しながら，本学の国際活動を統合

的に俯瞰する概念としての国際教育カリキュラムの構

築過程について述べ，その具体的な姿を提示した．

　�において述べたように国際協力センター事業など

大学としての国際活動の特質は，事業の多くの側面に

わたる多様性にある．ここに，今日的で世界的なテー

マであり，包括性の高い「持続可能な社会の実現」を

上位目標とすることによって統合的な概念としての国

際教育カリキュラムを構築することの意義と必要性を

見出すことができる．なぜなら，表�−１に示されて

いる教育課程を構成する授業科目と同じように，この

構築作業の中で一つひとつの事業には国際教育カリ

キュラムを構成するものとして，カリキュラム上に明

確な位置づけが与えられるからである．各事業が，そ

れぞれ固有の位置づけを得たときに，初めて上位目標

の達成を見据えた下位目標の設定，設定された下位目

標の達成を目指すプログラムとその事業構成，さらに

は事業の企画・立案，多様な人々及び組織の有機的な

連携による実施と上位及び下位目標の達成や実施のあ

り方に関する評価など，PDCA サイクルを基調とする

体系的な一連の事業実施プロセスを確立することが可

能となるのである．最後に，このような包括的な国際

教育カリキュラムを実践し，豊かな成果を得るために

は，例えば国際教育カリキュラムコーディネーターな

どの人材確保を含む国際協力センター機能の充実や本

学全体の国際活動の充実と発展を見据えた機構改革等

の必要性を指摘しておきたい．

　評価の詳細に関する検討をはじめとして残された課

題は，まだまだ多いが，今後この報告に示した国際教

育カリキュラムのもとで，国際協力センターが本学の

大学としての国際的な取組みと有機的な連携を保ちつ

つ，「持続可能な社会の実現」に向けた事業を実施して

いくことを期待したい．
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